Organization

批評空間は、有志（組合員）の出資によって設立された投資組合（正式名称：批評空間投資事業有限責任組合）と、同組合からの投資を資本金として設立した株式会社批評空間によって構成されています。（←色付きの字は、クリックすると下記の色付きの字のところに飛ぶようにする。ページはすべて同じページで良い）

組織形態の理念：

批評空間は出版事業の立ち上げに際し、生産協同組合を組織モデルとしました。それは生産にかかわる者が皆で出資して組織を立ち上げ、組合内においては、各人がその出資額にかかわりなく、平等な経営議決権をもって、組合事業を運営していこうとする組織です。生産協同組合は、特に法律の規定で明文化されている組合形態ではありません。例えば、生協（消費
生活協同組合）は、法律によると消費者が主として
商品の共同購入をするための組合ですから、生産協同組合というよりは、むしろ消費協同組合に分類されると考えられます。

　法律が定める生産者の協同組合としては、中小企業等協同組合法に規定されている事業協同組合がよく知られています。この組合は、大企業との競争力において劣る中小企業が組合を作って結集し、原材料や生産手段などを共同購入することで、スケールメリットを実現したり、業界の意見を取りまとめて、行政府に業界保護を訴える役割を果たすものです。しかし、われわれが考える生産協同組合は、業界を代表する組織ではなく、資本制が強要する生産組織形態とは異なったオーガニゼーション、生産者の内的結合原理
としてのアソシエーションを目指すものなので、その意味で事業協同組合とは異なるといえます。そのアソシエーションのプログラムをわれわれはまだ完全に手にしているわけではありませんが、目指すものはそこにあります。

　とはいえ、協同組合という組織が有している特性を、われわれも積極的に自身のオーガニゼーションに取り入れたいと考えました。その特性とは下記の通りです。

1． 組合（Partnership）は人的結合を基本とした組織であること。

a. 有志で集まった複数の組合員から資金の調達が可能であること。（資金調達は、生産組織を立ち上げるに際してまず直面する最大の難問です。そして、その形式が、その後の経営権に大きな影響を与えることになります。）

b. 例えば、事業経営に関する議決権も、組合への出資額の多少に拘らず、全ての組合員（Partner）に一人一票の議決権が認められていること。

c. 組合財産（組合員の出資金や組合事業による収益）は組合員の共有財産であること。

2． 経済活動に限定されない社会的関心を促し、類似した組合組織との連帯が会社形態よりも行いやすい組織構造であると考えられること。

どういう問題に直面したか：

では、実際にはどういう組合が法律で認められていて、それぞれを検討するに際してどういう問題に直面したのか。

　われわれが検討したのは、民法で定められているいわゆる「任意組合」、中小企業等協同組合法で規定されている「企業組合」、1998年に施行された法律で制定された投資事業有限責任組合の三種類です。

　

１．民法上の任意組合

組合員となるにあたってとくに必要とされる要件はなく、誰でも契約で定められた一定額の出資をすることで組合員となることができます。また、組合員の議決権も出資額にかかわらず、各組合員に平等に保障されています。しかし、議決権が平等に認められているのと同様、組合に対する組合員の責任も平等に連帯責任である、というのが組合組織の基本になっています。すなわち、組合がその事業において仮に多額の債務（借金）を負った場合、その債務を組合員全員が連帯して返済しなければならない、という連帯無限責任の原則が適応されます。要するに、会社組織のような有限責任が認められていないために、組合員には常に経済的な不安を強いることになる。この点で、出版を主な事業内容とするわれわれにとってはふさわしくない、と判断しました。

２．企業組合

この組合は中小企業等協同組合法のなかで認められている組合のなかでも特殊な組合で、組合の営利事業に関してもほぼ制約がありません。また、上記の任意組合と異なり、組合員の有限責任が認められています。有限責任とは、組合の債務に関し、組合員が個人として責任を負うのは自身の出資額の範囲内に限定される、ということで、最大でも出資金が返還されないという範囲に留まるということです。

　しかし、企業組合においては組合員となるにさいしての制約があります。組合員の大多数が組合の専従者でなければならない（例えば大学の教師をやりながら企業組合の組合員になることは認められない）。この制約のため、多数の有志に組合員となるよう呼びかけることができず、また、組合員となれない以上、彼らからの出資を期待することもできない。そういう理由で、企業組合はわれわれの組織にはそぐわないと判断しました。

3． 投資組合

投資事業有限責任組合（以下、投資組合と略）は1998年に施行された法律（中小企業等投資事業有限責任組合契約に関する法律）で制定された新しいタイプの組合です。この組合の基本事業は、組合員からの出資金を組合の共有資産として運用し、株式会社のうち法律で中小企業に分類される企業（有限会社や上場企業は除外される）に投資することで、その投下資本とその配当金の回収を主な目的としています。具体的に言うと、中小企業の発行する株式（設立に際して発行される株式も含む）や転換社債（後に株式に転換する社債）の保有、またその企業が所有する工業所有権や著作権の保有です。さらに、これらの事業に付随して、投資先企業の経営や技術指導を行う権利を有します。しかし、金融機関が行うような融資業務（資金を貸し付け、その資金と利子を回収する業務）は認められていません。

　この法律の制定の背景には、次のような認識があるようです。現在の経済社会を牽引するのは必ずしも大企業ではなく、むしろ時代に対応した身軽な中小のベンチャー企業であり、そのような中小企業に潤沢な資金を提供することが必要である。投資組合はそのために制定された組合であると考えられます。

　

設立要件：

投資組合の設立には４名以上の組合員が必要で、うち最低１名以上が無限責任組合員となる必要があります。組合員には有限責任組合員と無限責任組合員があり、後者が組合業務の執行責任者です。また、仮に組合が多額の負債を負って解散するような場合（会社で言う倒産）、有限責任組合員の責任は最大でもその出資金が返還されないという範囲に留まりますが（有限責任）、無限責任組合員は出資金で返済が完了しない場合、個人の財産をもって返済する責任を有します（無限責任）。なお、組合員となるに際して、特に必要とされる資格はなく、個人でも法人でも組合員となる資格を有します。設立要件について更に詳しく知りたい方は『投資事業有限責任組合法』（通産省中小企業庁振興課編、通商産業調査会出版部、1998年、3900円）をご覧下さい。

批評空間の選択：（投資組合＋株式会社）

われわれはこの投資組合という制度を活用することにしました。大まかにいえば、まず組合員からの出資で投資組合（批評空間投資事業有限責任組合）を立ち上げ、そこに集まった資金を株式会社批評空間に投資する、つまり、株式会社批評空間は投資組合からの投下資金を資本金として設立する、という形態をとりました。また、株式会社の設立に必要な

上述した生産協同組合の理念的観点からみた場合、投資組合の最大の問題点は、債務においても業務の執行についても、無限責任組合に責任と権利が集中しているという点にあります。

そこで、旧通産省が作成した投資組合契約書の雛型を部分的に修正し、組合員一人一票の議決権原則に少しでも近づけるような修正条項を加えました。しかし、法律上の制約があって、無限責任組合員への権利集中
を完全には避けられなかったことは付け加えておきます。債務に関しては、投資組合自体は出版事業を行うわけではないので、あえて借金をして他の企業に投資をするというようなことをしない限り（これは法的規定ではなく、実践的な問題ですが）、組合そのものが自己資金を超えるような負債を負うことは現実的には考えられない。このため有限責任組合員のみならず、無限責任組合員の無限責任も事実上、回避されている、とわれわれは考えています。

以上の想定の元に、投資組合を大株主とする（株）批評空間が出版事業を行っていく、というスタイルでわれわれは今後、活動をしていきます。投資組合＋株式会社というスタイルは、株式会社という形態を残している点で生産協同組合の理念を完全に実現できているとはいえないかもしれないが、少なくとも、会社（生産組織体）が組合支配のもとに運営されるという構造を作り出した
点で、多少とも組合員の人的結合を基礎に置いた生産形態に近づけたのではないか、と考えています。したがって、批評空間投資組合と株式会社批評空間の総体を、われわれは批評空間と考えています。

もとより、組織の法的枠組みと、その実践的運用はまた別の問題です。その運用において、法的な限界を乗り越えていく努力を続けていきたいと思います。最後に、組織考案にあたって、アイディアを提供していただき、ともに設立作業を行ってくれた弁護士の柳原敏夫氏に感謝します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責　内藤裕治

批評空間投資事業有限責任組合

· 設立：2001年2月1日

· 組合員数：17名

· 有限責任組合員：省略

· 無限責任組合員：内藤裕治

· 組合員による総出資額：2950万円（設立時）

· 投資先：株式会社批評空間／投資額：2500万円

株式会社批評空間

· 設立：2001年2月19日

· 専従者：2名

· 代表取締役：内藤裕治

· 資本金：2750万円

· 〒113-0033東京都文京区本郷1-5-15
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�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��団体の財産が、構成員の個人の財産と区別されるというのは、特に組合の特性ではありません、株式会社でもそうですし、凡そ世にある団体は、だいたいそうなっています。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��これも、抽象的で、言わんとしたいことが（気分は分かるのですが）明確に伝わりません。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��ここは、別紙のコメントを参照下さい。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��別紙のコメントにも書いた通り、資金調達のための組織としての投資組合を、出版事業を行なう組織として民法の組合や中小企業等協同組合法の企業組合と一緒に並べることはできません。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��ここは、誤解があります。生産協同組合の民主的な理念は、出版事業を行なう組織に導入される必要はあっても、資金調達のための組織には必要ありません。なぜなら、投資組合では出資する段階で批評空間社に投資するということを了解して出資しているのですから、それ以上運営に関する問題はそもそも起き得ません。そこではむしろ、情報公開により、投資の実績状況を出資者の人たちにガラス張りにしてみせるところがポイントだと思います。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��今回は、とくに、もはや無限責任組合員の権限は最初の出資の段階で（批評空間社に投資することを決めた段階で）殆ど使い果たして残っていないにひとしいのです。事実、内藤さんが、無限責任組合員として何か重大な意思決定をし、執行するというような場面は想像つきません。


�PAGE \# "'ﾍﾟｰｼﾞ : '#'�'"  ��ここも誤解です。投資組合は、単なる資金調達のための組織でして、民主的な運営も糞もありませんので。民主的運営の要は、協同生産者が全員同数の株を保有している（＝議決権の平等）点に求められるべきです。





